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学校法⼈ CoIU 特定個⼈情報取扱規程 
  
 
第 1 章 総則 
 
（⽬的） 
第 1 条 この規程は、「⾏政⼿続における特定の個⼈を識別するための番号の利⽤等に関す
る法律」（平成 25 年法律第 27 号。以下「番号法」という。）、「個⼈情報の保護に関する
法律」（平成 15 年法律第 57 号）及び「特定個⼈情報の適正な取扱いに関するガイドライン
（事業者編）」に基づき、学校法⼈ CoIU（以下「法⼈」という。）における個⼈番号及び特
定個⼈情報の適正な取扱いを確保することを⽬的とする。 
 
（定義） 
第 2 条 この規程における⽤語の定義は、次のとおりとする。ただし、この規程における⽤
語は、他に特段の定めのない限り番号法その他の関係法令の定めるところによる。 
（１）「個⼈情報」とは、⽣存する個⼈に関する情報であって、当該情報に含まれる⽒名、
⽣年⽉⽇ その他の記述等により特定の個⼈を識別することができるもの（他の情報と容易に
照合することができ、それにより特定の個⼈を識別することができることとなるものを含
む。）をいう。 
（２）「個⼈番号」とは、番号法第２条第５項が定める住⺠票コードを変換して得られる番
号であって、当該住⺠票コードが記載された住⺠票に係る者を識別するために指定されるも
の をいう。 
（３）「特定個⼈情報」とは、個⼈番号をその内容に含む個⼈情報をいう。  
（４）「特定個⼈情報等」とは、個⼈番号及び特定個⼈情報をいう。 
（５）「個⼈情報ファイル」とは、個⼈情報を含む情報の集合物であって、特定の個⼈情報
を容易に検索することができるように、コンピュータ⼜は帳簿等によって体系的に構成した
ものをいう。  
（６）「特定個⼈情報ファイル」とは、個⼈番号をその内容に含む個⼈情報ファイルをいう。  
（７）「個⼈番号関係事務」とは、法⼈が、番号法第９条第３項の規定により、個⼈番号利
⽤事務（⾏政事務を処理する者が番号法第９条第１項⼜は第２項により個⼈情報を効率的に
検索及び管理するために必要な限度で個⼈番号を利⽤して処理する事務）に関して⾏われる
他⼈の個⼈番号を必要な限度で利⽤して⾏う事務をいう。 
（８）「職員」とは、学校法⼈ CoIU 就業規則第２条２に定める職員等のみならず、法⼈との
間の雇⽤関係にない者（理事、監事、アルバイト職員、派遣社員等）も含む。 
 
（法⼈の責務） 
第 3 条 法⼈は、この規程、個⼈情報保護法その他の関連法令及びガイドラインを遵守し、
特定個⼈情報等を適正に取扱い、これを保護する責務を負う（以下「特定個⼈情報等」とい
う。）。 
 
第 2 章 管理体制 
（個⼈番号を取り扱う事務の範囲） 
第 4 条 法⼈において個⼈番号を取り扱う事務の範囲は、次に掲げる事務とする。 
（1） 役員及び職員（学校法⼈ CoIU 職員就業規則、学校法⼈ CoIU 定年退職者の再雇⽤に
関する規程）に係る個⼈番号関係事務 
ア 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）その他の所得税に関する法律により⾏う事務 
イ 地⽅税法（昭和 25 年法律第 226 号）その他の地⽅税に関する法律により⾏う事務 
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ウ 雇⽤保険法（昭和 49 年法律第 116 号）により⾏う事務 
エ 労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）により⾏う事務 
オ 健康保険法（⼤正 11 年法律第 70 号）により⾏う事務 
カ 国⺠年⾦法（昭和 34 年法律第 141 号）により⾏う事務 
キ 厚⽣年⾦保険法（昭和 29 年法律第 115 号）により⾏う事務 
ク 確定拠出年⾦法（平成 13 年法律第 88号）により⾏う事務 
ケ 私⽴学校教職員共済法（昭和 28年法律第 245 号）により⾏う事務 
コ 勤労者財産形成促進法（昭和 46 年法律第 92 号）により⾏う事務 
サ その他の番号法及びその関係法により⾏う事務 
（2） 前号に規定するもの以外の個⼈に係る個⼈番号関係事務 
ア 所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）その他の所得税に関する法律により⾏う事務 
イ 地⽅税法（昭和 25 年法律第 226 号）その他の地⽅税に関する法律により⾏う事務 
ウ 国⺠年⾦法（昭和 34 年法律第 141 号）により⾏う事務 
エ 厚⽣年⾦保険法（昭和 29 年法律第 115 号）により⾏う事務 
オ その他の番号法及びその関係法により⾏う事務 
 
（特定個⼈情報等の範囲） 
第 5 条 前条に規定する事務において使⽤される特定個⼈情報は、以下のとおりとする。 
（1） 前条に規定する者から、番号法第 16 条に基づく本⼈確認の措置を実施する際に提⽰
を受けた本⼈確認書類（個⼈番号カード、通知カード、⾝元確認書類等）の写し 
（2） 法⼈が⾏政機関等に提出するために作成した届出書等（これらの控えを含む。） 
（3） 法⼈が届出書等を作成する上で前条に規定する者から受領する個⼈番号が記載された
申告書等（これらの控えを含む。） 
（4） その他個⼈番号と関連づけて保存される情報 
 
第 2 章 特定個⼈情報の利⽤制限 
（個⼈番号の利⽤制限） 
第 6 条 法⼈は、第 4 条に規定する事務以外で個⼈番号を利⽤してはならない。 
2 前項の規定にかかわらず、⼈の⽣命、⾝体⼜は財産の保護のために必要がある場合であっ
て、本⼈の同意があり、⼜は本⼈の同意を得ることが困難である場合は、個⼈番号関係事務
を処理する⽬的で保有している個⼈番号を利⽤することができる。 
 
（特定個⼈情報ファイルの作成の制限） 
第 7 条 法⼈は、第 4 条に規定する事務を実施するために必要な場合、⼜は番号法第 19 条第
11 号から第 14 号までのいずれかに該当する場合を除き特定個⼈情報ファイルを作成してはな
らない。 
 
第 3 章 特定個⼈情報の安全管理措置等 
第 1節 委託の取扱い 
（委託先における安全管理措置） 
第 8 条 法⼈は、個⼈番号関係事務の全部⼜は⼀部を委託する場合には、法⼈⾃らが果たす
べき安全管理措置と同等の措置が委託先において講じられるよう、必要かつ適切な監督を⾏
わなければならない。 
2 前項の監督には、次に掲げる事項が含まれる。 
（1） 委託先の適切な選定 
（2） 委託先に安全管理措置を遵守させるために必要な契約の締結 
（3） 委託先における特定個⼈情報の取扱状況の把握 
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3 前項第 2 号の契約に係る契約書には、次に掲げる事項を明記しなければならない。 
（1） 秘密保持義務に関する規定 
（2） 事業所内からの特定個⼈情報の持ち出しの禁⽌ 
（3） 特定個⼈情報の⽬的外利⽤の禁⽌ 
（4） 再委託における条件 
（5） 漏えい事案等が発⽣した場合の委託先の責任に関する規定 
（6） 委託契約終了後の特定個⼈情報の返却⼜は廃棄に関する規定 
（7） 特定個⼈情報を取り扱う従業者の明確化に関する規定 
（8） 従業者に対する監督及び教育に関する規定 
（9） 契約内容の遵守状況について報告を求める規定 
（10） 法⼈が委託先に対して実地の監査、調査等を⾏うことができる規定 
4 第 2 項第 3 号の特定個⼈情報の取扱状況の把握については、次に掲げる事項を⾏うこと等
により、委託契約で盛り込んだ内容の実施の程度を把握した上で、委託の内容等の⾒直しを
検討することを含め、適切に評価しなければならない。 
（1） 第 2 項第 2 号の契約に基づき報告を求めること。 
（2） 委託先に対して実地の監査、調査等を⾏うこと。 
5 法⼈は、委託先において特定個⼈情報の安全管理が適切に⾏われていることについて、1
年に 1回定期に⼜は随時に必要に応じてモニタリングを⾏う。 
6 法⼈は、委託先において特定個⼈情報の取扱いに係る業務が再委託される場合には、委託
先に第 1 項から第 3 項に規定する措置を講じさせるとともに、委託先を通じて⼜は⾃らが前項
の措置を実施するものとする。特定個⼈情報の取扱いに係る業務について再委託先が再々委
託を⾏う場合以降も同様とする。 
 
第 2節 組織的安全管理措置 
（総括責任者） 
第 9 条 法⼈に、総括責任者を置き、学⻑が指名する理事⼜は副学⻑をもって充てる。 
2 総括責任者は、特定個⼈情報等の管理に関する事務を総括する。 
3 総括責任者は、この規程を遵守するとともに、保護責任者及び事務取扱担当者にこれを遵
守させるための教育、安全対策の実施及び周知徹底等の措置を実施する責任を負う。 
4 総括責任者は、保護責任者及び事務取扱担当者について、番号法、個⼈情報保護法、ガイ
ドライン、この規程及び規則に反する⾏為があるなど、特定個⼈情報等の取扱いに適してい
ないと判断した場合には、当該者が特定個⼈情報等の取扱いに携わることを禁ずることがで
きる。この場合において、総括責任者は、第 9 条第 1 項及び第 10 条第 1 項の規定にかかわら
ず、後任者を指名しなければならない。 
 
（保護責任者） 
第 10 条 特定個⼈情報等を取り扱う各部局等の事務部（課⼜は室を置くときは、当該課⼜は
室とする。以下「課室等」という。）に、保護責任者を置き、総括責任者が指名する当該課
室等の⻑をもって充てる。 
2 保護責任者は、各課室等における特定個⼈情報等を適切に管理する。 
3 保護責任者は、この規程を遵守するとともに、事務取扱担当者がこれを遵守しているかを
常時把握し、管理する責任を負う。 
 
（事務取扱担当者） 
第 11 条 特定個⼈情報等を取り扱う各課室等に、事務取扱担当者を置き、当該課室等の保護
責任者が指名する者をもって充てる。 
2 事務取扱担当者は、保護責任者を補佐し、各課室等における特定個⼈情報等に関する事務



4 
 

を担当する。 
3 事務取扱担当者以外の者は、特定個⼈情報等に係る事務に携わることはできない。 
4 事務取扱担当者は、特定個⼈情報等を取り扱う業務に従事するにあたり、特定個⼈情報等
を保護するため、番号法、個⼈情報保護法、ガイドライン、この規程及び規則を遵守すると
ともに、総括責任者及び保護責任者の指⽰に従わなければならない。 
5 事務取扱担当者は、特定個⼈情報等の漏えい等、番号法、個⼈情報保護法、ガイドライン、
この規程⼜は規則に違反している事実⼜はその兆候を把握した場合には、速やかに保護責任
者を通じて総括責任者に報告しなければならない。 
 
（監査責任者） 
第 12 条 法⼈に、監査責任者を置き、学⻑が指名する監事をもって充てる。 
2 監査責任者は、法⼈における特定個⼈情報等の管理の状況について監査する。 
 
（特定個⼈情報の適切な管理のための委員会） 
第 13 条 法⼈における特定個⼈情報等の管理に係る重要事項の決定、連絡、調整等は、学校
法⼈ CoIU 個⼈情報保護委員会において⾏う。 
 
（特定個⼈情報の運⽤状況の記録） 
第 14 条 事務取扱担当者は、この規程に基づく運⽤状況を確認するため、特定個⼈情報等へ
のアクセス状況（紙媒体の場合も含む。）を記録しなければならない。 
2 保護責任者は、前項の記録を⼀定の期間保存し、定期に及び必要に応じ随時に分析等する
ための体制を整備する。 
3 保護責任者は、第 1 項の記録について、改ざん、窃取⼜は不正な削除の防⽌のために必要
な措置を講ずるとともに、分析等を⾏う。 
 
（取扱状況の確認） 
第 15 条 事務取扱担当者は、特定個⼈情報ファイルの取扱状況を確認するため、以下の事項
を記録し、保護責任者がこれを管理し、及び保管する。 
（1） 特定個⼈情報ファイルの名称 
（2） 特定個⼈情報ファイルが利⽤に供される事務をつかさどる組織の名称 
（3） 特定個⼈情報ファイルの利⽤⽬的 
（4） 特定個⼈情報ファイルに記録される項⽬及び本⼈として特定個⼈情報ファイルに記録
される個⼈の範囲 
（5） 特定個⼈情報ファイルに記録される特定個⼈情報等の収集⽅法 
 
（情報漏えい等事案に対応する体制等） 
第 16 条 法⼈は、情報漏えい等の事案の発⽣⼜は兆候を把握した場合に、適切かつ迅速に対
応するための体制及び⼿順等を整備する。 
 
（監査） 
第 17 条 監査責任者は、特定個⼈情報等の管理の状況について、定期に及び必要に応じ随時
に監査（外部監査を含む。以下同じ。）を⾏い、その結果を総括責任者に報告する。 
 
（安全管理措置の⾒直し） 
第 18 条 総括責任者は、監査の結果等を踏まえ、必要があると認めるときは、この規程の⾒
直し等の措置を講ずる。 
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第 3節 ⼈的安全管理措置 
（事務取扱担当者の監督） 
第 19 条 総括責任者は、特定個⼈情報等がこの規程に基づき適正に取り扱われるよう、保護
責任者及び事務取扱担当者に対して必要かつ適切な監督を⾏う。 
 
（事務取扱担当者等の教育） 
第 20 条 総括責任者は、保護責任者及び事務取扱担当者に、特定個⼈情報等の適正な取扱い
について理解を深め、特定個⼈情報等の保護に関する意識の⾼揚を図るための啓発その他必
要な教育・研修を⾏う。 
2 総括責任者は、特定個⼈情報等を取り扱う情報システムの管理に関する事務に従事する職
員に対し、特定個⼈情報等の適切な管理のために、情報システムの管理、運⽤及びセキュリ
ティ対策に関して必要な教育・研修を⾏う。 
3 総括責任者は、保護責任者及び事務取扱担当者に、課室等における特定個⼈情報等の適切
な管理のために必要な教育・研修を⾏う。 
4 総括責任者は、保護責任者及び事務取扱担当者に、教育・研修への参加の機会を確保し、
未受講者には再受講の機会を提供するなど、継続的な教育体制を整備する。 
 
第 4節 物理的安全管理措置 
（特定個⼈情報等を取り扱う区域の管理） 
第 21 条 総括責任者は、法⼈における特定個⼈情報ファイルを取り扱う情報システム（サー
バ等）を管理する区域（以下「管理区域」という。）及び特定個⼈情報等を取り扱う事務を
実施する区域（以下「取扱区域」という。）を設定し、次の各号に掲げる区域についてそれ
ぞれ当該各号に規定する措置を講ずる。 
（1） 管理区域 管理区域であることを明確にし、⼊退室管理及び管理区域へ持ち込む機器
等の制限等の物理的な安全管理措置を講ずる。 
（2） 取扱区域 事務取扱担当者等以外の者が特定個⼈情報等を容易に閲覧等できないよう
必要な措置を講ずる。 
2 前項第 1 号に規定する管理区域のうち、基幹的なサーバ等の機器を設置する室等（以下
「情報システム室等」という。）については、次の各号に掲げる措置を講ずる。 
（1） 情報システム室等に⼊室する権限を有する者を定めるとともに、⽤件の確認、⼊退室
の記録、部外者についての識別化、部外者が⼊室する場合の職員の⽴会い等の措置 
（2） 情報システム室等の出⼊⼝の特定化による⼊退室の管理の容易化、所在表⽰の制限等
の措置 
（3） ⼊室に係る認証機能を設定し、及びパスワード等の管理に関する定めの整備（その定
期⼜は随時の⾒直しを含む。）、パスワード等の読取防⽌等を⾏うために必要な措置 
（4） 施錠装置、警報装置及び監視設備の設置等の措置 
 
（機器、電⼦媒体等の盗難等の防⽌） 
第 22 条 保護責任者は、管理区域及び取扱区域における特定個⼈情報等を取り扱う機器、電
⼦媒体、書類等の盗難、紛失等を防⽌するために、必要な措置を講じなければならない。 
（電⼦媒体等の取扱いにおける漏えい等の防⽌） 
第 23 条 保護責任者は、許可された機器、電⼦媒体等以外のものについて使⽤の制限等の必
要な措置を講じなければならない。 
2 保護責任者は、記録機能を有する機器の情報システム端末等への接続制限等の必要な措置
を講じなければならない。 
3 保護責任者は、特定個⼈情報等が記録された電⼦媒体、書類等を持ち運ぶ必要が⽣じた場
合には、持運びの状況に応じて次のいずれかの安全策を講じるものとする。ただし、⾏政機



6 
 

関等に法定調書等をデータで提出する際は、⾏政機関等が指定する提出⽅法に従うものとす
る。 
（1）特定個⼈情報等が記録された電⼦媒体を安全に持ち運ぶ⽅法としては、データの暗号化、
パスワードによる保護、施錠できる搬送容器の使⽤、追跡可能な移送⼿段の利⽤等 
（2）特定個⼈情報等が記載された書類を安全に持ち運ぶ⽅法としては、封緘、⽬隠しシール
の貼付、施錠できる搬送容器の使⽤、追跡可能な移送⼿段の利⽤等 
4 前項の「持ち運ぶ」とは、特定個⼈情報等を管理区域⼜は取扱区域から外へ移動させるこ
と⼜は当該区域の外から当該区域へ移動させることをいい、学内の移動等であっても、特定
個⼈情報等の紛失、盗難等に留意しなければならない。 
 
（個⼈番号の削除並びに機器、電⼦媒体等の廃棄） 
第 24 条 事務取扱担当者は、特定個⼈情報等が記録された電⼦媒体、書類等について、番号
法その他の関係法令に定めるもののほか、学校法⼈ CoIU 法⼈⽂書保存規程に規定する保存期
間を経過した場合には、個⼈番号を速やかに復元できない⼿段で削除し、⼜は廃棄しなけれ
ばならない。 
2 事務取扱担当者は、個⼈番号若しくは特定個⼈情報ファイルを削除した場合⼜は機器、電
⼦媒体等を廃棄した場合には、削除し、⼜は廃棄した記録を保存しなければならない。 
3 事務取扱担当者は、前 2 項に規定する作業を委託する場合には、委託先が確実に削除し、
⼜は廃棄したことについて、証明書等により確認しなければならない。 
 
第 5節 技術的安全管理措置 
（アクセス制御） 
第 25 条 保護責任者は、情報システムを使⽤して個⼈番号関係事務を⾏う場合、事務取扱担
当者及び当該事務で取り扱う特定個⼈情報ファイルの範囲を限定するために、適切なアクセ
ス制御を⾏わなければならない。 
（アクセス者の識別と認証） 
第 26 条 特定個⼈情報等を取り扱う情報システムは、事務取扱担当者が正当なアクセス権を
有する者であることを、識別した結果に基づき認証する。 
 
（不正アクセス等による被害の防⽌等） 
第 27 条 保護責任者は、情報システムを外部からの不正アクセス⼜は不正ソフトウェアから
保護する仕組み等を導⼊し、適切に運⽤しなければならない。 
 
（情報漏えい等の防⽌） 
第 28 条 保護責任者は、特定個⼈情報等をインターネット等により外部に送信する場合、通
信経路における情報漏えい等を防⽌するための措置を講じなければならない。 
2 事務取扱担当者は、特定個⼈情報ファイルを機器、電⼦媒体等に保存する必要がある場合、
暗号化⼜はパスワードにより秘匿しなければならない。 
 
第 4 章 特定個⼈情報等の提供制限等 
（個⼈番号の提供の要求） 
第 29 条 個⼈番号関係事務実施者は、第 4 条に規定する事務を処理するために必要がある場
合に限り、役職員等に対し、個⼈番号の提供を求めることができる。 
 
（個⼈番号の提供に係る求めの制限） 
第 30 条 法⼈は、番号法第 19 条各号のいずれかに該当し特定個⼈情報の提供を受けること
ができる場合を除き、役職員等に対し、個⼈番号の提供を求めてはならない。 
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（特定個⼈情報の提供制限） 
第 31 条 法⼈は、番号法第 19 条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個⼈情報の提
供をしてはならない。 
 
（収集・保管制限） 
第 32 条 法⼈は、番号法第 19 条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個⼈情報（他
⼈の個⼈番号を含むものに限る。）を収集し、⼜は保管してはならない。 
 
（本⼈確認） 
第 33 条 個⼈番号関係事務実施者は、法⼈が個⼈番号を取得するに当たり、番号法第 16 条
に定める⽅法により、本⼈確認を⾏わなければならない。 
 
第 5 章 特定個⼈情報の開⽰、訂正及び利⽤停⽌ 
（開⽰、訂正及び利⽤停⽌） 
第 34 条 本法⼈は、特定個⼈情報の開⽰、訂正及び利⽤停⽌の求めがあった場合には、規則
の規定に基づき処理する。 
 
第 6 章 特定個⼈情報の保護 
（特定個⼈情報保護評価） 
第 35 条 法⼈は、特定個⼈情報ファイル（専ら法⼈の教職員⼜は教職員であった者の⼈事、
給与⼜は福利厚⽣に関する事項を記録するものその他の特定個⼈情報保護評価に関する規則
（平成 26 年特定個⼈情報保護委員会規則第 1 号。以下「保護評価規則」という。）で定める
ものを除く。以下この条において同じ。）を保有しようとするときは、番号法第 27 条の定め
により、当該特定個⼈情報ファイルを保有する前に、同法同条第 1 項に定める事項を評価し
た結果を記載した書⾯（以下この条において「評価書」という。）を公⽰し、広く国⺠の意
⾒を求めるものとする。当該特定個⼈情報ファイルについて、保護評価規則で定める重要な
変更を加えようとするときも、同様とする。 
2 法⼈は、保護評価規則で定めるところにより、前項の規定により得られた意⾒を⼗分考慮
した上で評価書に必要な⾒直しを⾏った後に、当該評価書に記載された特定個⼈情報ファイ
ルの取扱いについて番号法第 36 条に規定する特定個⼈情報保護委員会の承認を受けるものと
する。当該特定個⼈情報ファイルについて、保護評価規則で定める重要な変更を加えようと
するときも、同様とする。 
 
3 法⼈は、前項の規定により、評価書について承認を受けたときは、速やかに当該評価書を
公表するものとする。 
 
第 7 章 その他 
（庶務） 
第 36 条 委員会の庶務は、戦略課が⾏う。 
（改正） 
第 37 条 この規程の改正は、理事会の議を経て、理事⻑が⾏う。 
 
附 則 
この規程は、令和８年４⽉１⽇から施⾏する。 
 


